
調査計画 

１ 調査の名称 

  食品製造業におけるＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入状況実態調査 

２ 調査の目的 

食品の安全と消費者の信頼の確保を図るための施策として、危害要因分析・重要管理点

（ＨＡＣＣＰ）に沿った衛生管理の導入を推進していく必要があるとされていることから、ＨＡＣ

ＣＰに沿った衛生管理の導入状況等の実態を把握し、諸施策の企画・立案に必要な資料を

得ることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲：全国

（２）属性的範囲

日本標準産業分類に掲げる中分類「食料品製造業」及び「飲料・たばこ・飼料製造業

（製氷業、たばこ製造業及び飼料・有機質肥料製造業を除く。）」を営む企業 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）数：約 2,500（母集団数：約 45,000）

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出）

統計法第 27 条に基づき事業所母集団データベースから提供を受ける最新の母集

団情報から、報告者を選定する。 

標本設計の詳細は、別紙１「標本設計の考え方」参照 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

(１)報告を求める事項(詳細は別添、調査事項一覧を参照)

　ア　食品の販売総額規模

　イ　従業者規模

　ウ　製造している食品のうち販売金額の合計が最も多い品目

　エ　輸出の状況

　オ　ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入状況

　カ　導入しているＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の手法

　キ　第三者認証の取得状況
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ク 第三者認証取得の予定

ケ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に当たっての問題点

コ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入による効果（又は期待する効果）

サ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に当たって役に立った支援策（又は役に立

つと考えられる支援策） 

シ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入について未定の理由

（２）基準となる期日又は期間：毎年 10月１日

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織

農林水産省－民間事業者－報告者

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（  ））

業務を請け負った民間事業者が、調査票を郵送により調査対象企業の代表者に配

布・回収する自計調査の方法で調査を実施する｡ 

なお、報告者の判断によりオンライン（政府統計共同利用システムをいう。以下

同じ。）による報告も可能とする。 

 ７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期：１年

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限

調査票の配布： 毎年 10月下旬（令和元年度調査は、令和２年１月下旬）

調査票の回収： 毎年 11月下旬（令和元年度調査は、令和２年２月下旬）

８ 集計事項 

  製造している食品の種類、従業者規模、食品の販売総額規模（（１）～（８）まで

は輸出の状況）の各区分別に以下の事項について集計を行う。 

（１）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入状況

（２）導入しているＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の種類別の導入状況

（３）導入しているＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の第三者認証等

（４）第三者認証取得の予定

（５）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に当たっての問題点

（６）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入による効果（又は期待する効果）

（７）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に当たって役に立った支援策（又は役に立つ

と考えられる支援策）

（８）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入について未定の理由
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（９）輸出の状況

集計事項の詳細は、別紙２「結果表一覧」参照。

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法

調査結果をホームページ（e-Stat）に掲載する。

（２）公表の期日

調査実施年の翌年の６月下旬（令和元年度調査は、令和２年６月下旬）までに行

う。 

10 使用する統計基準 

報告者の選定において、日本標準産業分類の小分類を使用する（なお、一部の小分

類については分割・統合）。 

集計結果の表章において、日本標準産業分類の小分類を使用する（なお、一部の小

分類については分割・統合）。 

（別紙１「標本設計の考え方」別添１参照） 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

農林水産省食料産業局食品製造課長は、記入済み調査票を調査実施年度の翌年度４

月１日から起算して３年間保存する。また、調査票の内容を記録した電磁的記録を永

年保存する。 
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別紙１ 

標本設計の考え方 

１ 調査対象 

本調査の調査対象は、日本標準産業分類の中分類「食料品製造業」、「飲料・たば

こ・飼料製造業」中の以下の小分類に属する企業とする。 

○食料品製造業

畜産食料品製造業、水産食料品製造業、野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品

製造業、調味料製造業、糖類製造業、精穀・製粉業、動植物油脂製造業、パン

・菓子製造業、その他の食料品製造業

○飲料・たばこ・飼料製造業

清涼飲料製造業、酒類製造業、茶・コーヒー製造業

なお、本調査における標本選定、集計、結果表の表章においては、上記対象を別添

１のとおり組み替えて使用する。 

２ 標本数の算出 

本調査結果におけるＨＡＣＣＰの導入率を用い、食品製造業全体の導入率の目標精

度を７％として標本数を算出する。詳細は以下のとおり。 

(1) ＨＡＣＣＰの予想導入率

予想導入率は、過去３年分の本調査結果（平均値）を用いることとする。

(2) 目標精度

目標精度の基準となる予想導入率は上記（１）とし、目標精度を７％とした。（平

成 12 年度及び平成 18 年度の食品産業動向調査、平成 22 年度以降の本調査と同一値） 

(3) 母集団企業数

統計法第 27 条に基づき事業所母集団データベースから提供を受ける母集団情報

（以下「母集団情報」という。）から、食品製造業を営む企業の数とする。 

(4) 回収率

 回収率は、本調査（請負業者による郵送調査及びオンライン調査）の過去３年間の

平均回収率（実績）を用いる。 
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＜ 算出式 ＞  
 

ｐ   ：ＨＡＣＣＰの予想導入率 

ｑ   ：１－ｐ 

ε   ：目標精度（＝0.07） 

Ｎ     ：母集団企業数（注 1） 

ｎ   ：標本数 

 

   √ｑ／√ｐ   2 

 ｎ’＝                         ε＝0.07 

     ε 

 

 

ｎ’ 

ｎx ＝            ÷ 回収率 

     ｎ’ 

１＋ 

Ｎx 

 

＝  （少数第１位で四捨五入） 

          

 

(5) 算出した標本数の業種別、従業者規模別配分 

業種別、従業者規模別の標本数は、母集団情報の企業数の割合等に応じて配分する。
また、都道府県別の標本数についても、企業数の割合に応じて配分する。 

 

 

３ 標本選定 

(1) 母集団情報から調査対象企業リストを作成し、業種別（７区分（「1090 乳製品製造

業」及び「1091 その他の畜産食料品製造業」については、日本標準産業分類の小分類

「091 畜産食料品製造業」を用いる。）、別添１参照）、従業者規模別（７区分、常

用雇用者数）に階層区分する。また、都道府県別にも区分する。 

(2) 調査対象企業を重複是正する場合に備え、上記３(1)で区分したデータから、上記２

で算出した標本数の２倍を無作為抽出する。 

(3) 上記３(2)で無作為抽出した企業リストについて重複是正を行い、その後、各階層区

分ごとに上記２で算出した標本数の標本（調査対象客体）を無作為抽出する。 

 

 

４ 調査票の配布、回収 

３(3)で選定された標本に対して、郵送により調査票を配布、郵送及び政府統計オンライ

ン調査総合窓口より回収する。 

 

５ 調査結果の集計 

調査結果の集計は、３(1)で区分した階層ごとに、次により行う。 
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                                                                       (別添１) 

階層区分一覧 

 

１ 業種分類 

 

日本標準産業分類と本調査で用いる業種分類の対応表 

日本標準産業分類 本調査で用いる業種分類 

  

中分類 09 食料品製造業                       業種コード 

 小分類 091  畜産食料品製造業                 1090  乳製品製造業 

                                               1091  その他の畜産食料品 

                                                      製造業 

     092  水産食料品製造業                 1092  水産食料品製造業 

         093  野菜缶詰・果実缶詰・             1093  野菜缶詰・果実缶詰・ 

              農産保存食料品製造業                   農産保存食料品製造業 

          094  調味料製造業                     

         095  糖類製造業                       1094  調味料・製粉・油脂等 

         096  精穀・製粉業                           製造業 

         098  動植物油脂製造業                  

        097  パン・菓子製造業                 1097  パン・菓子製造業 

         099  その他の食料品製造              1099  その他の食料品製造業 

        業 

 

中分類 10 飲料・たばこ・飼料製造業 

 小分類 101  清涼飲料製造業 

         102  酒類製造業                       1100 清涼飲料・酒類等製造 

         103  茶・コーヒー製造業                     業 

  

２ 従業者数規模分類 

０～４人 

５～９人 

10～19 人 

20～29 人 

30～49 人 

50～99 人 

100 人以上 
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別紙２　結果表一覧

単位：％

導　　入　　済　　み 導　入　途　中 導　入　を　検　討

（企業）

1 1

2 2

乳 製 品 製 造 業 3 3

その他の畜産食料品製造業 4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

う ち ５ 人 以 上 19 19

20 20

う ち ５ 人 以 上 21 21

22 22

う ち ５ 人 以 上 23 23

24 24

25 25

26 26

27 27

28 29

29 30

30 32

31 32

32 32

33 33

34 34

　１　ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入状況

区　　　　　分 回　答
企業数

計
導入については
未定である

ＨＡＣＣＰ
に沿った衛生
管理をよく
知らない

区

分小　計
すべての工場で
導入している

一部の工場又は
一部の工程(ライ
ン）で導入して

いる

小　計

まだ導入して
いないが、
導入途中の
工場がある

これから導入に
着手する予定

小　計
導入を検討
している

今後、導入を
検討する予定

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

計

業 種 別

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

水 産 食 料 品 製 造 業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

調味料・製粉・油脂等製造業

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業

食 品 販 売 金 額 規 模 別

5,000 万 円 未 満

10 ～ 19 人

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

100 億 円 以 上

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

（小計）１億円～50億円未満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

従 業 者 規 模 別

０ ～ ４ 人

５ ～ ９ 人

既 に 輸 出 を し て い る

輸 出 を 検 討 し て い る

輸 出 は 検 討 し て い な い

20 ～ 49 人

50 ～ 99 人

100 人 以 上

輸 出 の 状 況 別

（ 小 計 ） 49 人 以 下

（ 小 計 ） ５ 人 以 上
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単位：％

計
すべての工場で
導入している

一部の工場又は
一部の工程(ライ
ン）で導入して

いる

計
すべての工場で
導入している

一部の工場又は
一部の工程(ライ
ン）で導入して

いる

（企業）

1 1

2 2

乳 製 品 製 造 業 3 3

その他の畜産食料品製造業 4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

う ち ５ 人 以 上 19 19

20 20

う ち ５ 人 以 上 21 21

22 22

う ち ５ 人 以 上 23 23

24 24

25 25

26 26

27 27

28 29

29 30

30 31

31 32

32 32

33 33

34 34

計区　 　分
区

分

ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理 ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理

計 計

導入済み

まだ導入してい
ないが、導入途
中の工場がある

導入済み

まだ導入してい
ないが、導入途
中の工場がある

計

食 品 販 売 金 額 規 模 別

回　答
企業数

水 産 食 料 品 製 造 業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

既 に 輸 出 を し て い る

従 業 者 規 模 別

（小計）１億円～50億円未満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

10 ～ 19 人

５ ～ ９ 人

輸 出 の 状 況 別

輸 出 は 検 討 し て い な い

輸 出 を 検 討 し て い る

100 人 以 上

（ 小 計 ） 49 人 以 下

50 ～ 99 人

（ 小 計 ） ５ 人 以 上

　２　導入しているＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の種類

調味料・製粉・油脂等製造業

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

20 ～ 49 人

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

5,000 万 円 未 満

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

100 億 円 以 上

業 種 別

０ ～ ４ 人
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単位：％

　

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

第三者による認
証　計

ＪＦＳの認証
（日本発食品安
全管理規格）
　ＪＦＳ－Ａ

ＪＦＳの認証
（日本発食品安
全管理規格）
  ＪＦＳ－Ｂ

ＪＦＳの認証
（日本発食品安
全管理規格）
  ＪＦＳ－Ｃ

ＦＳＳＣ２２０
００の認証

ＩＳＯ２２００
０の認証

(1)～(5)

計 対米国、対ＥＵ
輸出水産食品の
登録施設

対米国、対ＥＵ
輸出食肉の認定
施設

地方公共団体に
よるＨＡＣＣＰ
認証
（いわゆる地域
ＨＡＣＣＰ)

業界団体による
ＨＡＣＣＰ認証

食品衛生法に基
づく総合衛生管
理製造過程承認
制度（いわゆる
マル総）

その他

（企業）

1 1

2 2

乳 製 品 製 造 業 3 3

その他の畜産食料品製造業 4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

う ち ５ 人 以 上 19 19

20 20

う ち ５ 人 以 上 21 21

22 22

う ち ５ 人 以 上 23 23

24 24

25 25

26 26

27 27

28 28

29 29

30 30

31 31

32 32

33 33

34 34

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

水 産 食 料 品 製 造 業

区　　　　　分 回　　　答
企　業　数

いずれかの認証
を受けている企

業の割合

第三者認証は取
得していない

区

分

計

業 種 別

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

第三者による認証

ＨＡＣＣＰ支援
法に基づく高度
化計画の認定

取引先（小売
等）によるＨＡ
ＣＣＰ認証

既 に 輸 出 を し て い る

100 億 円 以 上

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

（小計）１億円～50億円未満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

従 業 者 規 模 別

５ ～ ９ 人

10 ～ 19 人

20 ～ 49 人

（ 小 計 ） ５ 人 以 上

（ 小 計 ） 49 人 以 下

輸 出 の 状 況 別

100 人 以 上

０ ～ ４ 人

　３　導入しているＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の第三者認証等（複数回答）

輸 出 を 検 討 し て い る

輸 出 は 検 討 し て い な い

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

調味料・製粉・油脂等製造業

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業

食 品 販 売 金 額 規 模 別

5,000 万 円 未 満

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

50 ～ 99 人
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単位：％

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

ＪＦＳの認証
（日本発食品安
全管理規格）
　ＪＦＳ－Ａ

ＪＦＳの認証
（日本発食品安
全管理規格）
  ＪＦＳ－Ｂ

ＪＦＳの認証
（日本発食品安
全管理規格）
  ＪＦＳ－Ｃ

ＦＳＳＣ２２０
００の認証

ＩＳＯ２２００
０の認証

対米国、対ＥＵ
輸出水産食品の
登録施設

対米国、対ＥＵ
輸出食肉の認定
施設

地方公共団体に
よるＨＡＣＣＰ
認証
（いわゆる地域
ＨＡＣＣＰ)

業界団体による
ＨＡＣＣＰ認証

食品衛生法に基
づく総合衛生管
理製造過程承認
制度（いわゆる
マル総）

そ  の  他

（企業）

1 1

2 2

乳 製 品 製 造 業 3 3

その他の畜産食料品製造業 4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

う ち ５ 人 以 上 19 19

20 20

う ち ５ 人 以 上 21 21

22 22

う ち ５ 人 以 上 23 23

24 24

25 25

26 26

27 27

28 28

29 29

30 30

31 31

32 32

33 33

34 34

従 業 者 規 模 別

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

（ 小 計 ） 49 人 以 下

100 億 円 以 上

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

（小計）１億円～50億円未満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

５ ～ ９ 人

10 ～ 19 人

０ ～ ４ 人

20 ～ 49 人

輸 出 を 検 討 し て い る

輸 出 は 検 討 し て い な い

50 ～ 99 人

100 人 以 上

（ 小 計 ） ５ 人 以 上

輸 出 の 状 況 別

既 に 輸 出 を し て い る

食 品 販 売 金 額 規 模 別

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

5,000 万 円 未 満

　４　第三者認証取得の予定（複数回答）

区　　　　　分 回　　　答
企　業　数

第三者による認
証を取得予定の

企業割合

計

第三者による認証

区

分 未定・取得を
考えていない

業 種 別

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

水 産 食 料 品 製 造 業

調味料・製粉・油脂等製造業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業
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　５　ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に当たっての問題点（複数回答）

単位：％

（企業）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

乳 製 品 製 造 業 6 6

その他の畜産食料品製造業 7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

19 19

20 20

21 21

う ち ５ 人 以 上 22 22

23 23

う ち ５ 人 以 上 24 24

25 25

う ち ５ 人 以 上 26 26

27 27

28 28

29 29

30 30

31 31

32 32

33 33

34 34

35 35

36 36

37 37

区　　　　　分

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理
の 導 入 状 況 別

従業員に研修・
指導を受けさせ
たいが適切な機
会がない

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

調味料・製粉・油脂等製造業

業 種 別

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

導 入 を 検 討

計

回　　　答
企　業　数

導 入 途 中

導 入 済 み

既 に 輸 出 を し て い る

輸 出 を 検 討 し て い る

輸 出 は 検 討 し て い な い

水 産 食 料 品 製 造 業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

食 品 販 売 金 額 規 模 別

5,000 万 円 未 満

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

従 業 者 規 模 別

（小計）１億円～50億円未満

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

100 億 円 以 上

従業員に研修を
受けさせる金銭
的余裕がない

従業員に研修を
受けさせる時間
的余裕がない

区

分

ＨＡＣＣＰ導入
手続きの手間
（金銭以外の手
間）

 そ　　の　　他
 特に問題点は

ない

ＨＡＣＣＰの管
理手順が複雑
（金銭以外の手
間）

ＨＡＣＣＰ導入
の効果（取引先
の信頼獲得な
ど）が得られる
か不透明

ＨＡＣＣＰを指
導できる人材が
いない

ＨＡＣＣＰ導入
にまでに係る費
用（コンサルタ
ントや認証手数
料など金銭的問
題）

ＨＡＣＣＰ導入
後に係るモニタ
リングや記録管
理コスト（金銭
的問題）

施設・設備の整
備
（初期投資）に
係る資金

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

輸 出 の 状 況 別

10 ～ 19 人

５ ～ ９ 人

（ 小 計 ） ５ 人 以 上

20 ～ 49 人

（ 小 計 ） 49 人 以 下

０ ～ ４ 人

50 ～ 99 人

100 人 以 上

12



単位：％

（企業）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

乳 製 品 製 造 業 9 9

その他の畜産食料品製造業 10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

19 19

20 20

21 21

22 22

23 23

24 24

う ち ５ 人 以 上 25 25

26 26

う ち ５ 人 以 上 27 27

28 28

う ち ５ 人 以 上 29 29

30 30

31 31

32 32

33 33

34 34

35 35

36 36

37 37

38 38

39 39

40 40

既 に 輸 出 を し て い る

輸 出 を 検 討 し て い る

輸 出 は 検 討 し て い な い

20 ～ 49 人

50 ～ 99 人

100 人 以 上

（ 小 計 ） ５ 人 以 上

（ 小 計 ） 49 人 以 下

従 業 者 規 模 別

０ ～ ４ 人

５ ～ ９ 人

10 ～ 19 人

輸 出 の 状 況 別

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

100 億 円 以 上

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

（小計）１億円～50億円未満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

5,000 万 円 未 満

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

調味料・製粉・油脂等製造業

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業

食 品 販 売 金 額 規 模 別

取 得 す る 予 定

業 種 別

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

水 産 食 料 品 製 造 業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

導 入 途 中

導 入 を 検 討

第 三 者 認 証 の 取 得 別

取 得 し て い な い

取 得 し て い る

　　６　ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入による効果（又は期待する効果）（複数回答）

品質・安全性
の向上

事故対策コスト
の削減

製品ロスの削減
回　　　答
企　業　数

区　　　　　分

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理
の 導 入 状 況 別

計

区

分
取引の増加 製品価格の上昇

従業員の意識の
向上

製品の輸出が可
能

（有利）

企業の信用度や
イメージの向上

製品イメージの
向上

特に効果はない その他
監査や査察の負

担軽減
クレームの減少 他社との差別化

導 入 済 み
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単位：％

（企業）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

乳 製 品 製 造 業 6 6

その他の畜産食料品製造業 7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

19 19

20 20

21 21

う ち ５ 人 以 上 22 22

23 23

う ち ５ 人 以 上 24 24

25 25

う ち ５ 人 以 上 26 26

27 27

28 28

29 29

30 30

31 31

32 32

33 33

34 34

35 35

36 36

37 37

　　７　ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に当たって役立った支援策（又は役に立つと考えられる支援策）（複数回答）

輸 出 の 状 況 別

輸 出 を 検 討 し て い る

既 に 輸 出 を し て い る

輸 出 は 検 討 し て い な い

（小計）１億円～50億円未満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

５ ～ ９ 人

（ 小 計 ） 49 人 以 下

10 ～ 19 人

従 業 者 規 模 別

20 ～ 49 人

（ 小 計 ） ５ 人 以 上

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

計

業 種 別

０ ～ ４ 人

50 ～ 99 人

100 人 以 上

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理
の 導 入 状 況 別

導 入 済 み

導 入 を 検 討

導 入 途 中

区　　　　　分
ＨＡＣＣＰの

認証制度説明会の
開催

普及・啓発
セミナーの開催

税の軽減措置

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業

5,000 万 円 未 満

100 億 円 以 上

水 産 食 料 品 製 造 業

調味料・製粉・油脂等製造業

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

食 品 販 売 金 額 規 模 別

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

区

分
 そ　の　他

 公的機関
（保健所等）
による指導

回　　　答
企　業　数

低利の融資制度
手引書（導入マ
ニュアル）の
整備・活用

 特に支援を
受けていない

（特に支援策は
必要ない）

技術情報データ
ベースの整備

ＨＡＣＣＰ責任者
・指導者の養成研

修の開催

14



単位：％

（企業）

1 1

2 2

乳 製 品 製 造 業 3 3

その他の畜産食料品製造業 4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

う ち ５ 人 以 上 19 19

20 20

う ち ５ 人 以 上 21 21

22 22

う ち ５ 人 以 上 23 23

24 24

25 25

26 26

27 27

28 28

29 29

30 30

31 31

32 32

33 33

34 34

既 に 輸 出 を し て い る

輸 出 を 検 討 し て い る

輸 出 は 検 討 し て い な い

輸 出 の 状 況 別

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

100 億 円 以 上

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

（小計）１億円～50億円未満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

従 業 者 規 模 別

５ ～ ９ 人

10 ～ 19 人

20 ～ 49 人

（ 小 計 ） ５ 人 以 上

（ 小 計 ） 49 人 以 下

０ ～ ４ 人

50 ～ 99 人

100 人 以 上

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

水 産 食 料 品 製 造 業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

調味料・製粉・油脂等製造業

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業

食 品 販 売 金 額 規 模 別

5,000 万 円 未 満

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

ＨＡＣＣＰを指
導できる人材が
いない

ＨＡＣＣＰ導入
にまでに係る費
用（コンサルタ
ントや認証手数
料など金銭的問
題）

施設・設備の整
備
（初期投資）に
係る資金

 そ　　の　　他

計

業 種 別

 特に問題点は
ない

区

分

　８　ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入について未定の理由（複数回答）

区　　　　　分
回　　　答
企　業　数

従業員に研修・
指導を受けさせ
たいが適切な機
会がない

従業員に研修を
受けさせる時間
的余裕がない

従業員に研修を
受けさせる金銭
的余裕がない

ＨＡＣＣＰ導入
手続きの手間
（金銭以外の手
間）

ＨＡＣＣＰの管
理手順が複雑
（金銭以外の手
間）

ＨＡＣＣＰ導入
後に係るモニタ
リングや記録管
理コスト（金銭
的問題）

ＨＡＣＣＰ導入
の効果（取引先
の信頼獲得な
ど）が得られる
か不透明
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単位：％

（企業）

1 1

2 2

乳 製 品 製 造 業 3 3

その他の畜産食料品製造業 4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

17 17

18 18

う ち ５ 人 以 上 19 19

20 20

う ち ５ 人 以 上 21 21

22 22

う ち ５ 人 以 上 23 23

24 24

25 25

26 26

27 27

28 28

29 29

30 30

31 31

水 産 食 料 品 製 造 業

（ 小 計 ） １ 億 円 未 満

従 業 者 規 模 別

５ ～ ９ 人

10 ～ 19 人

（ 小 計 ） ５ 人 以 上

（小計）１億円～50億円未満

（ 小 計 ） 50 億 円 以 上

（ 小 計 ） 49 人 以 下

20 ～ 49 人

０ ～ ４ 人

50 ～ 99 人

　９　輸出の状況

区

分

計

業 種 別

畜 産 食 料 品 製 造 業 計

計
既に輸出を
している

輸出は検討
していない

輸出を検討
している

区　　　　　分 回　答
企業数

100 人 以 上

50 億 円 ～ 100 億 円 未 満

100 億 円 以 上

10 億 円 ～ 50 億 円 未 満

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存
食 料 品 製 造 業

そ の 他 の 食 料 品 製 造 業

３ 億 円 ～ 10 億 円 未 満

調味料・製粉・油脂等製造業

食 品 販 売 金 額 規 模 別

清 涼 飲 料 ・ 酒 類 等 製 造 業

１ 億 円 ～ ３ 億 円 未 満

5,000 万 円 未 満

5,000 万 円 ～ １ 億 円 未 満

パ ン ・ 菓 子 製 造 業
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食品製造業におけるＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入状況実態調査の 

調査事項一覧 

 

 

１ 報告を求める事項 

（１）食品の販売総額規模 

（２）従業者規模 

（３）製造している食品のうち販売金額の合計が最も多い品目 

（４）輸出の状況 

（５）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入状況 

（６）導入しているＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の手法 

（７）第三者認証の取得状況 

（８）第三者認証取得の予定 

（９）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に当たっての問題点 

（10）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入による効果（又は期待する効果） 

（11）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入に当たって役に立った支援策（又は

役に立つと考えられる支援策） 

（12）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入について未定の理由 
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